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第１章　今回の審議事項 2

　水道料金と下水道使用料の料金表の改定案について

前提

 第３回（令和7年2月4日開催）及び第４回（令和7年2月20日開催）の審議会

において、改定幅について審議された結果、改定率は概ね以下の通りの

方針とされた。

 ○ 水道料金の改定率 平均27.0％（口径20㎜・月平均20㎥使用で623円増）

 ○ 下水道使用料の改定率 平均19.4％（月平均20㎥使用で597円増）



第２章　水道料金 3

「需要家費」及び「固定費」は、使用水量に影響されない費用であることから、
　本来は「基本料金」に配分すべき費用だが、実際の配分割合は少ない。
　（現状として「固定費」を「基本料金」より「従量料金」に多く配分している。）

～ 富山市の「総括原価」における「水道料金の配分」と「現状」の差異 ～

「総括原価における営業費用」約61.8億円

「総括原価」
を性質ごとに
分解

需要家費
7.0％ （4.3億円）

固 定 費
88.3％ （54.6億円）

変 動 費
4.7％ （2.9億円）

基本料金
16.2％

従量料金
83.8％

現状の割合

「需要家費」及び
「固定費」は、
性質上「基本料金」
に配分すべき費用

（R5年度決算の例）
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～ 基本料金と従量料金の割合（固定費の配分）～

方法 固定費の配分方法
料金比率

検証 評価
基本料金 従量料金

A
【水道料金算定要領】
　「施設利用率」を「従量料金」に
　　（平均給水量 ÷ 浄水施設能力)

　基本料金が大きいため
　少量使用者への負担が
　大きくなる

△

B
【水道料金算定要領】
　「最大稼働率」を「従量料金」に
    (最大給水量 ÷ 浄水施設能力)

　近隣中核市等平均の
　配分に類似 ○

C
【水道料金算定要領】
　「負荷率」を「従量料金」に
  （平均給水量 ÷ 最大給水量)

 　 現行料金の構成比に類似 △

参考　「現行料金の構成比」を維持した場合  現行料金の構成比 ―16.2％ 83.8％

18.7％ 81.3％

27.1％ 72.9％

36.2％ 63.8％

※人口減少による料金収入の減少を少なくするため、基本料金の割合を現行料金の構成比より引き上げる

【固定費】… 水道料金で回収すべき「総括原価」の中の営業費用の一部(施設維持管理費等)、富山市は固定費が88.3％占めている
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事業規模や料金体系（基本水量なし）の類似する近隣中核市等平均（R5年度決算の例）
と比較すると「基本料金」の割合が約１3.2％低くなっている。

(R5年度決算の例) 約55.8億円

～ 他団体との料金体系の比較 ～

富山市 近隣中核市等平均

基本料金
29.4％

従量料金
70.6％

　　　　　基本料金　9.0億円　
16.2％

　　　　　従量料金　46.8億円
83.8％

約13.2％差

➡　別紙「NO.5」水道料金表の改定（案）
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～ 基本料金と従量料金の割合（固定費の配分）～

方法 固定費の配分方法
使用料比率

検証 評価
基本料金 従量料金

A
「水道料金の配分方法B」
 ※下水道は水道使用量に見合った排水量で
  あることから水道料金と同率とする

　近隣中核市等平均の配分
　に類似 ○

参考
1

「現行料金の構成比」を維持した場合  現行料金の構成比 ―

参考
2

【下水道使用料算定の基本的考え方】
「需要の変動に基づく配賦」
 ※施設の処理能力のうち日平均処理量に対応
  する割合の固定費を基本料金へ

 基本料金がかなり大きいため
 少量使用者への負担がかなり
 大きくなる

―

※人口減少による使用料収入の減少を少なくするため、基本料金の割合を現行料金の構成比より引き上げる

16.2％ 83.8％

73.3％ 26.7％

27.1％ 72.9％

【固定費】… 下水道使用料で回収すべき「使用料対象経費」の中の営業費用の一部(施設維持管理費等)、富山市は固定費が91.4％
       占めている
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事業規模や料金体系（基本水量なし）の類似する近隣中核市等平均（R5年度決算の例）
と比較すると「基本料金」の割合が約１5.9％低くなっている。

(R5年度決算の例) 約73.5億円

～ 他団体との料金体系の比較 ～

富山市

基本料金
32.1％

従量料金
67.9％

近隣中核市等平均

　　　　　基本料金　11.9億円
　　　　　 16.2％

　　　　　従量料金 61.6億円
　　　　　 83.8％

約15.9％差

➡　別紙「NO.6」下水道料金表の改定（案）



【水道】

㋐公衆浴場用 （円：税込） （円：税込）

基本水量：50㎥ 3,465 使用水量：51㎥～ 55 基本水量：50㎥ 4,401 使用水量：51㎥～ 70

㋑船舶用

➡
㋒臨時用

基本水量：10㎥ 10,450 使用水量：51㎥～ 308 基本水量：10㎥ 13,272 使用水量：51㎥～ 391

【下水道】

㋓公衆浴場用 （円：税込） （円：税込）

基本排除汚水量：100㎥ 2,101 排除汚水量：101㎥～ 21 ➡ 基本排除汚水量：100㎥ 2,509 排除汚水量：101㎥～ 25

307

基本料金 従量料金（1㎥につき）

基本料金 従量料金（1㎥につき） 基本料金 従量料金（1㎥につき）

使用水量：1㎥～ 242

基本料金 従量料金（1㎥につき）

現行

基本料金 従量料金（1㎥につき）

従量料金（1㎥につき）

改定（案）

基本料金 従量料金（1㎥につき）

従量料金（1㎥につき）

使用水量：1㎥～
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～公衆浴場、船舶、臨時用料金、公衆浴場汚水使用料の改定（案） ～

・公衆浴場、船舶、臨時用料金については、水道料金の改定にあわせて現行の料金表単価に一律 改定率「27.0％」を乗じる

・公衆浴場汚水使用料については、下水道使用料の改定にあわせて現行の下水道料金表単価に 改定率「19.4％」を乗じる
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 水道加入金は、新旧水道利用者間の負担の公平を図る目的で、昭和52年から制
度を運用しているが、他の事業体との比較では非常に安価となっている。
 水道財政基盤の強化を図るため、平成20年度の料金改定の際にあわせて見直し
を行っており、今回の水道料金改定にあわせて水道加入金の見直しも検討。

～水道加入金の改定（案） ～

 （案）物価上昇率（H20→R5）にあわせて見直し
    

          増収額（例：R5年度決算）約1億5千5百万円 → 約1億9千3百万円

                      ＋約3,800万円増（税抜）

                 ※別紙「NO.7」参照

※水道加入金対象者：
   新規加入者、口径を増径する方


